
平成１４年１０月１１日 問い合わせ先

監 査 事 務 局 監査事務局総務課

電話 ０３－５３２０－７０１６

自動車税納税済等照合事務の委託契約にかかる経費の支出を

違法・不当として必要な措置を求める住民監査請求監査結果

東京都監査委員 山 本 賢太郎

同 鈴 木 貫太郎

同 横 山 樹

同 藤 原 房 子

第１ 請求の受付

１ 請求人

杉並区 前 川 タケシ

２ 請求書の提出

平成１４年８月１６日

３ 請求の内容

(1) 主張事実

ア 請求の趣旨

都主税局は、自動車税納税済等照合事務委託の名目で、平成１３年度は、金

１，０７９万３，０４６円を支払い、平成１４年度も支払を予定している。しか

し、以下の理由で法律上の根拠がない上、道路運送車両法第９７条の２（以下

「第９７条の２」という ）に基づく陸運支局長の公権力行使の妨害であり、多。

数の弊害も発生しており、東京都の事務委託は、違法・不当な支払の委託であ

る。

イ 違法・不当事由

(ｱ) ケースＡ 自動車税納税済等照合事務が国（国土交通省等）から都が委託等

を受けている場合



① 道路運送車両法により、車検に係る処分及び公権力行使（第９７条の２の

納税確認）は陸運支局長であり、都の関与は違法であり許されない。

② 都が第９７条の２を国土交通省等から委託等がなされ、納税確認がなされ

た自動車の有効期限（車検の有効期限）は無効（処分が違法のため無効もあ

る）となり （東京都においては、車検の有効期限の切れた翌年度以降の自、

動車税の課税は、一時停止されることになっている ）東京都の課税にも違。

法に当たる可能性を生んでしまう。

③ 都が委託している「自動車税納税済等照合印」の捺印（以下「捺印」とい

う ）には、車検の使用時に有効期限がなく、一度捺印をもらえば、翌年度。

以降、自動車税の滞納後でも自由に車検を受けることができ （例１ ５月、

２９日捺印を受け、車検を滞納が発生する６月１日に受ける。例２ 納税証

明書を数部取得して、数部に納税印を受け、次回以降の車検に使用する。な

お、車検の発行に係る自動車検査票の有効期限は１４日となっているが、捺

印からではなく、車検のコース時の検査からである ）第９７条の２の業務。

を妨害しており違法である。

④ 国と都のどのような合意があろうとも、第９７条の２の業務は、国の業務

であり、その業務に都は、すべての費用を支出しており、国が一銭の費用も

負担がないことから、都の納税推進の目的があったとしても、都が国の業務

に費用を支出していることは違法である。

(ｲ) ケースＢ 自動車税納税済等照合事務が国（国土交通省等）から都が委託等

を受けていない場合（都が独自に納税推進業務で陸運局は別途第９７条の２を

行っている場合）

① 第９７条の２は、滞納がないことがわかる書面を求めており、捺印は書面

ではなく、陸運支局長は納税確認ができず、国の業務を妨害しており違法で

ある。

② 捺印等業務と第９７条の２業務は、二重業務の支出であり違法である。

③ ケースＡ③と同じ

ウ 捺印等業務の弊害

(ｱ) 車検の使用時に有効期限がなく、一度捺印をもらえば、翌年度以降、自動車

税の滞納後でも自由に車検を受けることができる。

(ｲ) 車検は、車検書の有効期限の延長処分を受ける場合、納税確認は、車検の受

付時のみならず、総合判断時にも必要であり、その時点に証明書は必要である

（証明書は、捺印時に回収される 。）
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(ｳ) 車検申請者の意向（不合格等）により、自動車検査票の変更を行う場合があ

り、その際、再度捺印を受ける場合があり、業務委託費の二重払いになる。

(2) 措置請求

自動車税照合事務委託に関する平成１４年以前の経費の支出を違法・不当とし

て、その返還と今後の支払の停止及び委託事務の契約解除と事務の改善を求める。

４ 請求の要件審査

本件請求のうち、平成１３年度及び平成１４年度の自動車税納税済等照合事務委託

契約にかかる経費の支出については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下

「法」という ）第２４２条所定の要件を備えているものと認め、監査を実施した。。

なお、平成１２年度以前の本件委託契約については、平成１３年８月１６日以前に

支出されていることが認められ、支出日から請求日までの期間が１年を経過している

にもかかわらず、正当な理由を主張・立証していないことから、法第２４２条の要件

を備えているものと認められず、同条第３項に定める監査を実施しないこととした。

また、本件請求は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７２条第１

項に定める１，０００字の制限字数を超えているが、超過の程度が著しいとはいえ

ず、監査委員において請求の趣旨を把握することは可能であるため、適法な請求と認

めた。

第２ 監査の実施

１ 監査対象事項

平成１３年度及び平成１４年度の自動車税納税済等照合事務委託契約にかかる経費

の支出を監査対象とした。

２ 監査対象局

主税局を監査対象とした。

３ 請求人の証拠の提出及び陳述

法第２４２条第５項の規定に基づき、平成１４年９月１１日に、新たな証拠の提出

及び陳述の機会を与えた。

請求人は、陳述において本件請求の趣旨の補充を行うとともに、主税局が作成した



- 2 -

平成１３年１０月２２日付１３主課課第１８１号「住民監査請求に関する見解につい

て」の写しほか１件を提出した。

また、請求人は、平成１４年９月１３日、カセットテープ１巻を提出した。

第３ 監査の結果

本件請求については、合議により次のように決定した。

本件請求には、理由がないものと認める。

以下、事実関係の確認、主税局の説明及び判断理由について述べる。

１ 事実関係の確認

(1) 都は、社団法人東京都自動車整備振興会（以下「本件振興会」という ）と、平。

成１３年度に自動車税納税済等照合事務委託（１２主総経契第１０９６号の２。以

下「平成１３年度契約その１」という ）及び自動車税納税済等照合事務委託（１。

３主総経契第５００号の２。以下「平成１３年度契約その２」という。）を、ま

た、平成１４年度に自動車税延滞金確認等照合事務委託（１３主総経契第１２１３

号。以下「平成１４年度契約その１」という ）及び自動車税延滞金確認等照合事。

務委託（１４主総経契第１３２号２。以下「平成１４年度契約その２」という ）。

を契約締結している。

平成１３年度契約その１、平成１３年度契約その２、平成１４年度契約その１及

び平成１４年度契約その２（以下「本件委託契約」という ）の概要は次の表のと。

おりである。

（表）本件委託契約の概要

平成13年度契約 平成13年度契約 平成14年度契約 平成14年度契約

その１ その２ その１ その２

契約年月日 平成13.4.1 平成13.12.26 平成14.4.1 平成14.6.26

契 約 期 間 平成13.4.1～ 平成14.1.1～ 平成14.4.1～ 平成14.7.1～

平成13.12.31 平成14.3.31 平成14.6.30 平成14.9.30

単 価 ６円５０銭 ６円５０銭 ６円５０銭 ６円５０銭

委 託 内 容 ・自動車税納税証明書等の照合 ・自動車税納税証明書等の照合

・自動車税納税済等照合印の押印 ・自動車税延滞金等照合印の押印



- 3 -

－処 理 件 数 1,168,233 件 413,166 件 280,743 件

支 出 金 額 7,973,189 円 2,819,857 円 監査日現在、支出されていない。

（消費税相当額を含む）

(2) 継続検査に関する道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号。以下「車両法」

という ）の規定の概要は次のとおりである。。

ア 登録自動車の使用者は、自動車検査証の有効期間の満了後も当該自動車を使用

しようとするときは、当該自動車を提示して、国土交通大臣の行なう継続検査を

受けなければならない（第６２条第１項 。）

イ 継続検査の申請をする場合には、申請者は、当該自動車の所有者が当該自動車

について現に自動車税等の滞納がないことを証するに足る書面を呈示しなければ

ならない。国土交通大臣は、この書面の呈示がないときは、継続検査をしないも

のとする（第９７条の２ 。）

２ 主税局の説明

(1) 自動車税は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１４５条の規定に基づ

き、自動車の所有者等に課するものであるが、実際には転売しても名義移転登録を

怠ったり、また、転居により住所地の変更があったにもかかわらず、住所地の変更

登録をしないケースが多く、課税・徴収上の問題が発生している。

加えて、一台当りの税額が３～５万円程度と比較的低いため、車検時に納税すれ

ばよいと安易に考えがちであることなどから、積極的な納税ＰＲや滞納整理の実施

などの対策を講じているものの、累積滞納の発生を余儀なくされている。

(2) 自動車税の徴収確保については、昭和２９年に追加された車両法第９７条の２の

規定により、継続検査の申請をする際に、自動車の所有者が当該自動車について自

動車税の滞納がないことを証するに足る書面を国土交通大臣に呈示することとされ

ている。

(3) しかし、昭和５７年の地方税法改正により、それまで、本税に先立って延滞金の

徴収を行っていたものが、本税を延滞金に優先して徴収することとなったため、本

税のみを納付するケースが発生し、滞納となった延滞金の徴収漏れが生じることと

なった。
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(4) この自動車税の延滞金を確実に徴収するため、運輸支局又は各自動車検査登録事

務所が行っている継続検査事務の流れの中で、自動車税の延滞金徴収漏れを防止す

るための照合事務を行うこととし、継続検査事務を取り扱っている本件振興会と都

内登録車両の自動車税延滞金照合事務（以下「本件照合事務」という ）について。

委託契約を行ってきたところである。

このような取扱いが長期間にわたって継続されていることから、継続検査の申請

時に行う都の本件照合事務が国土交通大臣の行う継続検査事務を阻害するものでは

ない。

以上のことから、本件委託契約に伴う支出については、何ら違法・不当ではないと

考える。

３ 判 断

以上のような事実関係の確認及び主税局の説明に基づき、本件請求について次のよ

うに判断する。

本件請求において、請求人は、本件照合事務は車両法第９７条の２に基づく国の事

務を都が行っているものであること及び国の納税確認事務に支障をきたすなど多数の

弊害があることを理由として、本件委託契約にかかる経費の支出は違法・不当である

と主張していると解されるので、以下このことについて判断する。

先に行った住民監査請求の監査結果（平成１３年１０月２４日付１３監総第５２１

号）において、

① 車両法第９７条の２の規定により、国には、自動車税の滞納がないことを証する

に足る書面の呈示の有無について確認する義務があるが、延滞金については、本税

ではないことから確認する義務はないこと。

② 昭和５７年の地方税法改正により、地方税本税を延滞金に優先して徴収すること

となり（地方税法第１４条の５第１項 、金融機関等の窓口で発行する自動車税本）

税の領収書によっても車検が行われることとなったため、車検の機会に延滞金を確

実に徴収するために必要であるとして、都が本件照合事務を行っていることは妥当

な措置であること。

が認められることから、本件照合事務は、延滞金の徴収漏れを防止する地方税法に基

づく都の事務であると認められ、地方税法及び車両法相互間に、車検時における延滞



- 5 -

金徴収確保の取扱いについて、十分な措置が講じられていない状況にあっては、本件

照合事務が車両法第９７条の２の規定に基づく国の事務であるとは言いきれないと解

されると判断したところである。

現在、この判断を変更する事情はない。

また、本件照合事務は、同一仕様のもとに長期間にわたって継続されていることが

認められることから、国の納税確認事務に支障をきたすなどの弊害は生じていないこ

とが推認できる。

よって、本件委託契約にかかる経費の支出は違法・不当であるとする請求人の主張

には理由がない。
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資料（東京都職員措置請求書等）

自動車税照合事務委託に関する経費の支出を違法・不当

としてその返還等を求める住民監査請求

第一

１、請求人 （ 略 ）

２、請求日 平成１４年８月１６日

３、請求の内容

（１）主張の事実

ア 請求の趣旨

都主税局は、自動車税納税済等照合事務委託の名目で、平成 年度は、金１０、７９13

３、０４６円を支払い、平成 年度も支払いを予定している。しかし、以下の理由で法14

律上の根拠がない上、道路運送車両法第 条の （以下「第 条の 」という。）に基づく97 2 97 2

陸運支局長の公権力行使の妨害であり、多数の弊害も発生しており、東京都の事務委託は、

違法、不当な支払いの委託である。

イ 違法・不当事由

ケースＡ 自動車税納税済等照合事務が国（国土交通省等）から都が依託等を受けて

いる場合。

① 道路運送車両法により、車検に係る処分および公権力行使（第 条の の納税確認）97 2

は、陸運支局長であり、都の関与は、違法であり許されない。

② 都が第 条の を国土交通省等から委託等がなされ納税確認がなされた自動車の有97 2

効期限（車検の有効期限）は、無効（処分が違法の為無効もある）となり、（東京都

においては、車検の有効期限の切れた翌年度以降の自動車税の課税は、一時停止され

ることになっている ）東京都の課税にも違法にあたる可能性を生んでしまう。。

③ 都が委託している「自動車税納税済等照合印」の捺印（以下「捺印」という。）には、

車検の使用時に有効期限がなく、一度捺印をもらえば、翌年度以降、自動車税の滞納

後でも自由に車検を受けることができ、（例 、 月 日に捺印を受け、車検を滞納1 5 29

が発生する 月 日に受ける。例 、納税証明書を数部取得して、数部に納税印を受6 1 2

け、次回以降の車検に使用する。尚、車検の有効期限に発行係る自動車検査票の有効

期限は14日となっていますが、捺印からではなく、車検のコース時の検査からであ

る ）第 条の の業務を妨害しており違法である。。 97 2

④ 国と都のどのような合意があろうとも、第97条の2の業務は、国の業務であり、そ

の業務に都は、すべての費用を支出しており、国が一銭の費用も負担がないことから、



- 7 -

都の納税推進の目的があったとしても都が国の業務に費用を支出していることは、違

法である。

ケースＢ 自動車税納税済等照合事務が国（国土交通省等）から都が依託等を受けて

いない場合。（都が独自に納税推進業務で陸運局は別途第 条の を行な97 2

っている場合）

① 第 条の は、滞納がないことがわかる書面を求めており、捺印は、書面ではなく、97 2

陸運支局長は納税確認ができず国の業務を妨害しており違法である。

② 捺印等業務と第 条の 業務は、 重業務の支出は、違法である。97 2 2

③ ケースＡ③と同じ

是正措置

以上のことから、自動車税照合事務委託に関する平成 年以前経費の支出を違法・不14

当としてその返還と今後の支払の停止および委託事務の契約解除と事務の改善を求める。

第二

１、捺印等業務の弊害

ア 車検の使用時に有効期限がなく、一度捺印をもらえば、翌年度以降、自動車税の滞納

後でも自由に車検を受けることができる。

イ 車検は、車検書の有効期限の延長処分を受ける場合、納税確認は、車検の受付時のみ

ならず、総合判断時にも必要であり、その時点に証明書は必要である。（証明書は、捺印時

に回収される 。）

ウ 車検申請者の意向（不合格等）により、自動車検査票の変更を行なう場合があり、そ

の際、再度捺印を受ける場合があり、業務委託費の２重払いになる。

（以上、原文のまま掲載）

事実証明書

ア 請求人作成の「事実証明書１」

イ 平成１３年８月３０日付けで受け付けた「自動車税等照合事務委託に関する経費の支

出を違法・不当としてその返還等を求める住民監査請求監査結果」を監査事務局ホーム

ページからダウンロードしたものの写し

ウ 平成１４年６月７日付けで受け付けた「自動車税納税済等照合事務の委託契約にかか

る経費の支出を違法・不当としてその返還等の必要な措置を求める住民監査請求監査結
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果」の写し

エ 主税局が作成した平成１３年１０月２２日付１３主課課第１８１号「住民監査請求に

関する見解について」の写し

オ 平成１３年度自動車税納税済等照合事務委託契約の仕様書の写し


